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From Japan to the world・・・ From world to  the Japan・・・
JHSCJHSCJHSCJHSC Japan Human Support Coop org

物や金を優先してきた時代、GNP・GDP世界２位にまで経済成長を遂げた日本。 しかし、2007年に
は一人当たりのGDPは第22位まで下落しました。 そして、その背景でますます進む高齢化社会・少
子化時代へ突入。
数年先に迫った労働者人口の減少！ はたして現状の労働力で日本の企業が稼働するでしょう
か？企業だけではありません。病院、老人ホーム、福祉施設の人材不足は現実に起こっています。
まさに人は宝であり財産の時代到来です。

人材から人財へ・・・



全国人材支援事業協同組合全国人材支援事業協同組合全国人材支援事業協同組合全国人材支援事業協同組合 内閣総理大臣認可番号（国公委生発17号）

組合設立趣旨 : 全国に広がる組合員のための共同事業を行い組合員の経済的向上を目指す。

組合所在地 :  総 本 部 ： 〒385-0051 長野県佐久市中込3083番地1
東日本支局・三河支局・静岡支局・岐阜県支局
中国大連事務所・上海事務所・ベトナムハノイ事務所・ホーチミン事務所
フィリピンセブ事務所・マニラ事務所・インドネシアバリ事務所

タイ事務所・ ネパール事務所

電 話 : 総 本 部 ： 0267-64-6405

F   A X : 総 本 部 ： 0267-64-6417

組 合 員 数 :  ４０９ 企業

活 動 地 区 : 全 国

出 資 金 : 1,000万円

設 立 : 平成14年1月

加 盟 団 体 : 財団法人 国際研修協力機構

理 事 長 : 西 澤 敏 彦

事 業 内 容
組合員のためにする人材教育事業
組合員のためにする金融事業
組合員のためにする外国人技能実習生の共同受入れ事業
組合員のためにする情報提供事業
組合員のためにするWeb構築事業
組合員のためにする共同購買事業
組合員のためにする福利厚生事業
組合員のためにする外国人技能実習生受入れに係わる職業紹介事業
前号に附随する事業

加入金 ５０，０００円

出資口数 ５０，０００円（５口）

合計 １００，０００円

配当 出資額の１０％以内

（年間）

組合加入の案内

提携先提携先提携先提携先

組組組組 合合合合 概概概概 要要要要

全国人材支援事業協同組合全国人材支援事業協同組合全国人材支援事業協同組合全国人材支援事業協同組合

中華人民中華人民中華人民中華人民
共和国共和国共和国共和国

ベトナムベトナムベトナムベトナム
共和国共和国共和国共和国

フフフフィィィィリピンリピンリピンリピン
共和国共和国共和国共和国

タイ王国タイ王国タイ王国タイ王国 スリランカスリランカスリランカスリランカ
共和国共和国共和国共和国

インドネシアインドネシアインドネシアインドネシア
共和国共和国共和国共和国

ネパール連邦ネパール連邦ネパール連邦ネパール連邦
民主共和国民主共和国民主共和国民主共和国



外国人技能実習生受入総合支援体制
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全国人材支援事業協同組合全国人材支援事業協同組合全国人材支援事業協同組合全国人材支援事業協同組合

◆申込書受付
◆実習生派遣依頼
◆JITCO申請

◆入国管理局申請
◆公的施設での研修
◆受入企業への送り届け
◆在留資格許可証明書の

発送・更新・変更手続

入国管理局入国管理局入国管理局入国管理局

◆在留資格許可

提携各国提携各国提携各国提携各国 送出し機関送出し機関送出し機関送出し機関
人材派遣国営・国営関連企業人材派遣国営・国営関連企業人材派遣国営・国営関連企業人材派遣国営・国営関連企業

在各国在各国在各国在各国 日本大使館日本大使館日本大使館日本大使館

各国政府各国政府各国政府各国政府 研修制度関連機関研修制度関連機関研修制度関連機関研修制度関連機関

◆募集
◆日本語・技能教育
◆書類・面接・健康診断
◆ビザ取得代行
◆実習生送出し
◆帰国後の就職斡旋

①申込み ④申請

⑪実習生到着

⑧ビザ発行申請

⑨ビザ発給

⑥許可証交付
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◆ ◆ 当組合の外国人技能実習生受入事業体制の特徴 ◆ ◆

■■■■ 勤勉・実直・誠実な地方出身者勤勉・実直・誠実な地方出身者勤勉・実直・誠実な地方出身者勤勉・実直・誠実な地方出身者
■■■■ 万全な入国前の日本語教育体制（提携各国現地に支部設置展開中）万全な入国前の日本語教育体制（提携各国現地に支部設置展開中）万全な入国前の日本語教育体制（提携各国現地に支部設置展開中）万全な入国前の日本語教育体制（提携各国現地に支部設置展開中）
■■■■ 受入各地域に各国出身の在日指導員を設置し、丁寧･迅速な管理体制受入各地域に各国出身の在日指導員を設置し、丁寧･迅速な管理体制受入各地域に各国出身の在日指導員を設置し、丁寧･迅速な管理体制受入各地域に各国出身の在日指導員を設置し、丁寧･迅速な管理体制

◆外国人技能実習生制度効果

・ 海外の価値観と触れ合うことにより企業内の活性化につながる
・ 社内の国際化、社員への語学教育
・ 海外との人的ネットワーク構築
・ 技能実習生の将来的な採用

・ 将来のキャリア形成に向けた計画見直しの契機となる
・ ビジネスマナーなど正しい職業意識が身に付く

・ 適材適職が進みわが国との雇用のミスマッチの解消が期待できる
・ 海外企業等と企業の交流を促し、有為な人材の育成につながる

・実務効果の確認および今後の教育内容の充実が図れる
・技能実習生の学習意欲の増大が期待できる

企業 技能実習生

国際社会全体 送り出し側（海外企業）

⑤
申
請

JITCO (財財財財)国際研修協力機構国際研修協力機構国際研修協力機構国際研修協力機構

◆在留資格事前審査
◆実習生・受入企業の的確性審査




